
                                  

 

ウィズケアプランサービス 運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条  株式会社ウィズグループが開設するケアプランサービス（以下「事業所」という。）

の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支

援専門員が、要介護状態又は要支援状態にある利用者に対し、その利用者が可能な限り

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように

支援することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条  運営の方針は、次に掲げるところによるものとする。 

１  指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の心身の状況、その置かれている

環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービ

スが、 多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。 

２  指定居宅介護支援の提供に当たっては、 利用者の意思及び人格を尊重し、常に

利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は

特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行う。 

３  事業の実施に当たっては、市町村、地域包括支援センター、老人介護支援センタ

―、他の指定居宅介護支援事 業者、介護保険施設等の保健・医療・福祉サービスと

の連携に努める。 

  ４ 事業実施に当たっては、市町村、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な連

携に努める。 

  ５ 事業所は、正当な理由なくサービス提供を拒まない。 

  ６ 指定居宅介護支援を提供するに当たっては、介護保険等関連情報その他必要な情

報を活用し、適切かつ有効に行うよう努める。 

 

（事業所の名称及び所在地） 

第３条  この事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 

１  名称    ウィズケアプランサービス 

２  所在地  福岡県福岡市南区野間四丁目 6 番 4 号  

 

（職員の職種、員数及び職務内容） 

第４条  この事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は、次のとおりとする。 

１  管理者  1 名（介護支援専門員と兼務）  

 管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

２ 介護支援専門員  常勤１名 以上 

 介護支援専門員は、要介護者及び要支援者の依頼を受けて、居宅サービス計画を



                                  

 

作成、指定居宅サービス事業者との連絡調整、必要時の介護保険施設への紹介、そ

の他各種相談に対する助言等を行う。 

３ 事務職員 必要に応じて配置する。 

必要な事務を行う。 

 

（営業日及び営業時間） 

第 5 条  事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

１ 営業日  月曜日から金曜日とする。 

２ 営業時間  9 時 00 分から 17 時 40 分までとする。 

３ 年間休日は 8 月 13 日～15 日、12 月 30 日～1 月 3 日とする。 

  ４ 電話等により 24時間常時受付等が可能な状態とする。 

 

（指定居宅介護支援の提供方法及び内容） 

第 6 条  指定居宅介護支援の内容は次のとおりとする。 

１ 利用申込者からの介護相談。 

２ 利用する介護サービスの種類及び内容、その担当者等を定めた介護サービス計画（ケ

アプラン）の作成。 

３ 指定居宅サービス事業者その他の者との仲介や実施。 

４ 介護保険施設への紹介その他の便宜。 

 

（利用料等） 

第７条  指定居宅介護支援サービスを提供した場合の利用料は、国の定める介護報酬の告

示上の額とする。 

  １ 法定代理受領サービスに該当しない居宅介護支援を提供した場合の利用料と、 

居宅介護サービス計画費の額は同額。 

  ２ 通常の事業の実施地域外の交通費無し。 

     

（通常の事業の実施地域） 

第８条  通常の事業の実施地域は、福岡市とする。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第９条 虐待の防止に係り、事業所内責任者を事業所管理者とし、事業所内ミーティング 

にて、従業員への研修、共有・相談・発生時の対応方法を講じている。 

 

 

 

 



                                  

 

（身体拘束の禁止） 

第１０条  

１ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合 

を除き、身体拘束等を行ってはならないものとする。 

  ２ やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の 

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他を記録する。 

 

（緊急時又は事故発生時の対応方法） 

第１１条  

１ 事業所及びその従業者は、サービスの提供中に利用者の病状に急変、その他緊急 

    事態が生じたとき、又は事故が発生したときは、速やかに定められた医療機関に 

    連絡し適切な措置を講ずるとともに、管理者の指示に従い、市町村（一部事務組 

    合及び広域連合を含む）、当該利用者の家族等に連絡しなければならない。 

  ２ 事業所は、事故の状況や事故に際して取った処置について記録するとともに、事 

    故発生の原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じるものとする。 

 

（秘密保持） 

第１２条 

   １ 従業者及び従業者であったものは、利用者又はその家族の秘密を保持する。 

   ２ 従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ 

     の家族の秘密を漏らすことがないよう、従業者でなくなった後においてもこれ 

     らの者の秘密を保持するべき旨を雇用契約の内容とするものである。 

   ３ サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合 

     は、利用者又はその家族の同意をあらかじめ文書で得ておくものとする。 

 

（その他の運営に関する留意事項） 

第１３条  居宅介護支援事業所は、介護支援専門員の質的向上を図るため研修の機会を次

のとおり設けるものとする。 

①  採用時研修  採用後 1 ヶ月以内 

②  継続研修    年１２回 

 ２ 職員及び職員であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持さ

せるため、これらの秘密を保持すべき旨を、職員との雇用契約の内容とする。 

 ３ この規定に定める事項の外、運営に関する重要事項は、株式会社ウィズグループと

ウィズケアプランサービスの管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

附 則 

  この規程は、令和６年４月１日から施行する 

 



 

利用料金及び居宅介護支援費 

 

居宅介護支援Ⅰ(ⅰ) 要介護 1･2 1.086単位 要介護 3.4.5 1.411単位 

 

初回加算 300 単位 

 新規及び要支援から要介護に移行した場合の計画作成時 

要介護状態区分２区分以上変更時の計画作成時 

 

入院時情報連携加算(Ⅰ) 250 単位 

 病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る 

必要な情報を提供していること 

入院時情報連携加算(Ⅱ) 200 単位 

 病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利 

用者に係る必要な情報を提供していること 

 

退院・退所加算 

（Ⅰ）イ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供をカンファレンス以外の方法により一回受けていること 

450 単位 

退院・退所加算 

（Ⅰ）ロ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供をカンファレンスにより一回受けていること 

600 単位 

退院・退所加算 

（Ⅱ）イ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供をカンファレンス以外の方法により二回受けていること 

600 単位 

退院・退所加算 

（Ⅱ）ロ 

病院又は診療所・介護保険施設等の職員から利用者に係る必要な情報

提供を二回受けており、うち一回はカンファレンスによること 

750 単位 

 

高齢者虐待防止措置未実施減算（以下の措置が講じられていない場合減算） 

虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するととも

に、その結果について、従業員に周知徹底を図ること 

所定単位数の 100 分の１に

相当する単位数を減算 

虐待の防止のための指針を整備すること 

従業員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施すること 

上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと 

 

業務継続計画未実施減算（以下の基準に適合していない場合） 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（業務継続計画）を策定すること 

所定単位数の 100 分の１に

相当する単位数を減算 

当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

 

同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント 

指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内、隣接する敷地内の建

物又は指定居宅介護支援事業所と同一の建物に居住する利用者 

所定単位数の 

95％を算定 

１月当たりの利用者が同一の建物に 20 人以上居住する建物に居住する利用者 

 

運営基準減算 所定単位数の 95％を減算 適切な居宅介護支援が出来ていない場合 

 

特定事業所集中減算 －200 単位 正当な理由なく特定の事業所に 80％以上集中している場合 

 



 

特定事業所加算 

算定要件 加算

(Ⅰ) 

(５１９単位) 

加算 

(Ⅱ) 

(４２１単位) 

加算 

(Ⅲ) 

(３２３単位) 

加算 

(A) 

(１１４単位) 

①  専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援

専門員を配置していること 

2 名 

以上 

1 名 

以上 

１名 

以上 

１名 

以上 

②  

専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門

員を配置していること 

３名 

以上 

３名 

以上 

２名 

以上 

常勤・

非常勤 

各１名

以上 

③  利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事

項に係る伝達事項等を目的とした会議を定期的に開催する

こと 

〇 

④  
24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相

談に対応する体制を確保していること 

○ ○ 

連携でも

可 

⑤  算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が

３、要介護４又は要介護５である者の占める割合が 100 分の

40 以上であること 

○ × 

⑥  
当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対

し、計画的に研修を実施していること 

○ ○ 

連携でも

可 

⑦  地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された

場合においても、当該支援が困難な事例に係る者に指定居宅

介護支援を提供していること 

○ 

⑧  家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障がい

者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者への支援

に関する知識等に関する事例検討会、研修等に参加している

こと 

 

〇 

⑨  居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適用を受けて

いないこと 

○ 

⑩  指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援の提供

を受ける利用者数が当該指定居宅介護支援事業所の介護支

援専門員１人あたり４５名未満であること 

○ 

⑪  介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの

基礎技術に関する実習」等に協力または協力体制を確保して

いること 

○ ○ 

連携でも

可 

⑫  
他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例

検討会、研修会等実施していること 
○ 

○ 

連携でも

可 

⑬  必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス

（インフォーマルサービス含む）が包括的に提供されるよう

な居宅サービス計画を作成していること 

○ 

 


